
令和7年8月3日現在

商号又は名称
本店等所在地
（仙台市届出地）

指名停止の始期 ～ 指名停止の終期 措　置　事　由

東日本技建　株式会社
仙台市宮城野区扇町
２－４－３０

令和7年7月31日 ～ 令和7年8月30日

当該事業者は、本市発注の「宮城野区管内交
通安全施設設置工事」の入札において落札候
補者となった後、資格審査に必要な書類を提出
期限内に提出しなかったため、入札無効となっ
たもの。

株式会社　豊栄堂印刷所
仙台市宮城野区岡田
西町１－５８

令和7年7月31日 ～ 令和7年8月30日

当該事業者は、令和7年6月25日に本市契約課
にて執行した見積合せ（案件名：し尿処理手数
料納入通知書　ほか）において、予定価格内の
最低価格で見積を提出し採定者となった。しか
しながら、採定決定後に数量を誤って応札して
いたとして、6月26日に契約締結を拒否したも
の。

日本郵便　株式会社
東京都千代田区大手
町２－３－１

令和7年7月31日 ～ 令和7年8月30日

当該事業者は、一般貨物自動車運送事業につ
いて貨物自動車運送事業法令の規定に違反す
る事実が認められたとして、令和7年6月25日
に、国土交通省から貨物自動車運送事業法に
基づき一般貨物自動車運送事業の許可の取り
消しの行政処分を受けたもの。

株式会社　ＡＤＫマーケ
ティング・ソリューション
ズ

東京都港区虎ノ門１
－２３－１

令和7年7月31日 ～ 令和7年10月30日

当該事業者を含む８社は、公益財団法人東京
オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員
会が発注する特定テストイベント・本大会業務
について、受注予定者を決定し、受注予定者が
受注できるようにすることにより、公共の利益に
反して、特定テストイベント・本大会業務の取引
分野における競争を実質的に制限していたとし
て、令和7年6月23日、公正取引委員会から独
占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）違反
と認定され、排除措置命令を受けたことを公表
されたもの。

阿部建設　株式会社
仙台市青葉区中江２
－２３－２０

令和7年7月22日 ～ 令和7年8月21日

当該事業者の元常務取締役（事件当時）が、令
和2年7月に水産加工会社の元代表含むほか2
名と共謀し、不正な手段により補助金の交付を
受けていたことに関して、補助金適正化法違反
により令和7年3月25日付けで仙台地方検察庁
から起訴されたもの。

瞳土建工業　株式会社
富山県氷見市惣領１
４５６

令和7年7月3日 ～ 令和7年11月2日

本市発注の「宮城野区管内狭隘道路整備工
事」において、書類の提出を複数回にわたり遅
延したことで工事の履行を遅らせたこと、施工
中の安全管理体制が不十分であったこと、書類
に多数の不備が見られ事務手続きに支障を及
ぼしたこと、本市からの指摘に対し誠実性を欠
いた対応が繰り返されたこと等により、工事成
績調書の評定点が53点となったもの。

株式会社　ケンセイ技建
仙台市宮城野区蒲生
１－１０７－１２

令和7年5月23日 ～ 令和7年9月22日

本市発注の「令和６年度泉区管内外取付管改
築工事１」において、水道管損傷等の物損事故
を発生させ、その事後対応も不適切であったこ
と、また、施工完了箇所に不具合があり改造請
求に至ったこと等により、工事成績調書の評定
点が３７点となったもの。
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新明和工業　株式会社
兵庫県宝塚市新明和
町１－１

令和7年5月12日 ～ 令和7年8月11日

フジパスク　株式会社
東京都世田谷区上馬
４－２－５

令和7年5月12日 ～ 令和7年11月11日

ＩＨＩ運搬機械　株式会社
東京都中央区明石町
８－１

令和7年5月12日 ～ 令和7年8月11日

有限会社　草刈工務店
宮城県白石市鷹巣西
１－９－８

令和7年3月19日 ～ 令和7年9月18日

当該事業者の代表取締役は、令和５年９月２１
日に実施された白石市発注の割山排水池屋上
防水改修工事の指名競争入札において、事前
に同市職員から入札情報に関する情報を受け
取り、最低制限価格に近い価格で不正に受注
したとして、公契約関係競売等妨害の疑いで令
和７年２月１９日に宮城県警察に逮捕され、令
和７年３月１２日に起訴されたもの。

左記3社は、他社と共同して、機械式駐車装置
設置工事について、供給予定者を決定し、供給
予定者が供給できるようにすることにより、公共
の利益に反して、機械式駐車装置設置工事（特
定地下式ＰＳ設置工事または特定エレベーター
方式ＰＳ設置工事）の取引分野における競争を
実質的に制限していたとして、令和7年3月24
日、公正取引委員会から独占禁止法第３条（不
当な取引制限の禁止）違反と認定され、新明和
工業㈱及びフジパスク㈱については排除措置
命令及び課徴金納付命令を受けたことを公表さ
れたもの。
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